
　　独立行政法人水資源機構分任契約職

　　　桂川・猪名川ダム総合管理所長　　岩本　浩

（　公　印　省　略　）

別添、仕様書のとおり

　上記について、下記により見積合わせを行いますので競争契約入札心得等を熟覧のうえ提出して下さい。

実施しません。

独立行政法人水資源機構桂川・猪名川ダム総合管理所

FAX　０７７１－７２－０４６０

総務課　田村　

見積提出期限到来後、遅滞なく実施します。見積参加者の立会いは求めません。

２回を限度とします。

契約書の作成は省略します（決定通知書による通知をもって契約書に代えます。）。

桂 総 第 ４ ３ １ 号

令 和 ８ 年 ２ 月 １ ６ 日

見　　積　　依　　頼　　書

1 件 名 カード発券機購入

2 見積参加要件 当機構における一般競争（指名競争）参加資格業者のうち、「物品製造等」に登録されている者。

2 納 入 場 所 京都府南丹市日吉町中神子ヶ谷６８　桂川・猪名川ダム総合管理所

兵庫県川西市一庫字唐松４－１　桂川･猪名川ダム総合管理所一庫ダム管理所

3 納 期 契約締結の翌日から令和８年３月３１日

4 内 容 等

記　

1 現 場 説 明

3 見 積 書 等

１） 様 式 等 見積書の様式は任意としますが、見積書には見積年月日並びに見積者の住所及び氏名（法人の場
合は、法人名及びその代表者名）を記載し、代表者の印章を押印されたものに限ります。ただし、押印
は「本件責任者及び担当者」の氏名及び連絡先を明記することで省略することができます。

３）
見 積 書

令 和 8 年 2 月 27 日 （ 金 ） 15：00 まで
提出期限

２） 提出方法 ＦＡＸ、持参又は郵送による。（※ＦＡＸ番号は、４）に記載された番号）

４） 提 出 先

５） 担 当 者

６） 見積日時

７） 見積回数

なお、当初の見積徴取において予定価格の制限に達した価格の見積書がない場合の再度の見積書
の提出については、改めて連絡するものとし、再度の見積書提出の期限は令和8年3月3日（火）17:00
までとします。

８） そ の 他 ①見積価格は、見積者が消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額（軽減税率を適用する品目については１０８分の１００
を考慮）を見積書に記載してください。

３）最低金額を提出した見積者が複数ある場合は、「くじ」により契約の相手方を決定します。
　　くじの方法は、別添「くじの方法」のとおりとします。

6 契 約 書 等

7 そ の 他

１）契約金額は、見積書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額（軽減税率を適用する品目について
は１００分の８）加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）とします。

２）請負代金の支払いについては、履行確認後の一括支払となります。

②見積書を送信した後は、見積書の引き換え若しくは変更又は見積の取消しはできません。また、見
積者は見積り誤り、見積書の書き誤り等を理由に見積もりの無効を主張することはできません。

4 見 積 辞 退 仕様書の交付を受けた後に見積を辞退する場合であっても、見積辞退届の提出の必要はありませ
ん。

5 見 積 結 果 見積結果については、原則として、契約の相手方として決定した者のみに、提出期限の翌日（翌日が
休日となる場合には休日でない直後の日）までに通知します。



カード発券機購入 仕様書 

第 1節 適用 

この仕様書は、カード発券機購入に適用する。 

 

第 2節 納入場所 

京都府南丹市日吉町中神子ヶ谷６８  

桂川･猪名川ダム総合管理所 １台 

兵庫県川西市一庫字唐松４－１ 

桂川･猪名川ダム総合管理所一庫ダム管理所 １台 

 

第 3節 納入期間 

契約締結の翌日から令和８年３月３１日とする。 

 

第 4節 納品物の概要 

１． 概要 

カード発券機 ２台の納入 

 

２． 納品数量・仕様 

納品するカード発券機の仕様及び数量は、次のとおりとする。 

名称 仕様 単位 数量 備考 

カード発券機 

(卓上プレート付) 

 

(消費電力) 

待機時 約 4.5W、動作時 10W 以下 

(適用カードサイズ) 

 縦 83～88 ㎜×横 50～64 ㎜×厚み 0.23～1.0 ㎜ 

(カード材質) 

紙、PET、PVC(IC カード) 

(設置条件) 

屋内 使用温度：5℃～40℃ 

(発券方法) 

ボタンワンプッシュによるカード排出 

(寸法) 

カード排出口高  940 ㎜前後 

プッシュボタン高 850 ㎜前後 

台 ２ （協南精機株式

会社） 

カー ド発券機

K223-01 

 

同等品不可 

設置費 設置工事費 式 １ ２箇所 

 

4-3 その他 

1. 受注者は、機器納品前に試験運転を行い、ダムカードが発券できることを確認すること。 

2. 設置工事費には、納品時の機器調整及び取扱方法の説明を含む。 

3. この仕様書に明記されていない事項又は疑義が生じた場合は、発注者と協議のうえ、決定

するものとする。 

以上 



電話番号 FAX番号

発信者

（※必須）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　承諾する

　○見積辞退について

　 見積依頼書等の交付受領書を提出後に見積を辞退する場合であっても、見積辞退届の提出の必要は

　ありません。

　○同方式の承諾

　 「桂川・猪名川ダム総合管理所におけるオープンカウンター実施説明書」の内容について、承諾する場合は、次の

　チェックボックスにチェックをお願いします。

　○くじ用数値

　 くじ用数値とは、見積金額が複数社同額だった場合に使用する数値です。任意の３ケタの数字をご記入

　ください。

件　名 見積依頼書等の交付受領書

　以下の件名について、見積依頼書等を受領いたしました。

　○見積依頼書件名

　　カード発券機購入

電話番号 FAX番号

見積依頼書等の交付受領書

宛　先

0771-72-0171 0771-72-0460

独立行政法人水資源機構　桂川・猪名川ダム総合管理所
　総務課　田村　宛

（会社名）

（担当者名）



請    書 

 

 

１ 品   名   カード発券機 

 

２ 規格・寸法   内訳明細書のとおり 

 

３ 数   量   内訳明細書のとおり 

 

４ 契 約 金 額 ￥ 

    （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥           ） 

 

５ 納 入 場 所   京都府南丹市日吉町中神子ヶ谷６８ 

桂川･猪名川ダム総合管理所 

兵庫県川西市一庫字唐松４－１ 

桂川･猪名川ダム総合管理所一庫ダム管理所 

 

６ 納   期  令和  年  月  日 

 

 上記の物品納入については、別添の条項を承諾のうえ確実に履行いたします。 

 

  令和  年  月  日 

 

        受 注 者 

 

 

 独立行政法人水資源機構分任契約職 

 桂川･猪名川ダム総合管理所長 岩本 浩 殿 
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内 訳 明 細 書 

 

品名 規格・寸法 数量 単価 金額 摘要 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

合計     

 



- 2 - 

 

契  約  条  項 

 

第１条 受注者は、表記の事項に基づき物品を納入しなければならない。 

 

第２条 受注者は、物品を納入するときは、独立行政法人水資源機構（以下「発注者」とい

う。）に納品書を提出しなければならない。 

 

２ 発注者は、納品書を受け取ったときは、１４日以内に検査を行なうものとする。 

 

３ 受注者は、検査の結果不合格となった物品については、これを取り替えて再検査を受けな

ければならない。 

 

第３条 物品の所有権は、前条の検査に合格したときに発注者に移転するものとし、移転前に

生じた物品の滅失き損はすべて受注者負担とする。ただし、発注者の責めに帰すべき事由に

よる場合はこの限りでない。 

 

第４条 発注者は、適正な支払請求書を受け取った日から２０日以内に請求代金を支払うもの

とする。 

 

第５条 受注者は、その責めに帰すべき事由により表記の納期までに物品を納入することがで

きないときは、遅滞日数に応じ未納部分に対する契約代金相当額に対して国の債権の管理等

に関する法律施行令（昭和３１年政令第３３７号。以下「債権管理法施行令」という。）第

２９条第１項の規定により定められた率を乗じて計算した額を遅延利息として支払わなけれ

ばならない。 

 

２ 発注者の責に帰すべき事由により、契約代金の支払いが遅滞したときは、受注者は、遅滞

日数に応じこの契約の締結時点における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４

年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）第８条第１項の規定により決定され

た率を乗じて計算した額を遅延利息として請求することができる。 

 

第６条 発注者の責めに帰すべき事由により、本契約を解除したときは、受注者は、既済部分

に対する対価を申し受けることとし、別途損害があるときは発注者と受注者とが協議のう

え、その損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 

第７条 受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に
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基づき、請負代金額（この契約締結後、請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負

代金額）の１０分の１に相当する額を違約金（損害賠償額の予定）として発注者の指定する

期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構

成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正

取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」とい

う。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３

条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これ

らの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」とい

う。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等

に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当

該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、本契約

に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活

動があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規

定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が

示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正

取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令におけ

る課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提

出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明

治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第

１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

 

２ 受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期

間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、債権管理法施行令第２９条第１項の

規定により定められた率を乗じて計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならな

い。 

 

第８条 受注者は、次の各号のいずれかに該当したためにこの契約を解除されたときは、契約

金額の１０パーセントに相当する額を違約金として納付しなければならない。 

一 受注者の責めに帰すべき事由により、表記の納期までに又は期限後相当期間内に契約を



- 4 - 

 

履行する見込がないと明らかに認められるとき。 

二 受注者が契約に違反し、その違反により契約の目的を達することができないと認められ

るとき。 

三 受注者が、正当な事由なく契約の解除を申し出又はこの契約の全部若しくは一部を履行

しないとき。 

 

（専属的合意管轄） 

第９条 発注者及び受注者は、この契約に関して裁判上の紛争が生じた場合は、訴訟物の価額

に従い〔    〕簡易裁判所又は〔    〕地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁

判所とすることに合意する。 

 

第１０条 この契約に定めのない事項又は疑義を生じた事項については発注者と受注者とが協

議して定める。 


